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総論　コロナ禍から「よりよく生きる」を思想的に展望する

山　脇　直　司

星槎大学紀要（Seisa Univ. Res. Bul.）共生科学研究 No.17　2～9（2021）

星槎大学

「ウィズコロナ」をテーマとした前号で、筆者は「コロナ禍で共生を多角的に考えるため
の一つの視座」を提供した。「よりよく生きるとは―現状から展望するWell-being」をテー
マとする今号では、前号での見解を踏まえつつ、筆者が提唱している行動の諸類型を用いな
がら、現下の情勢で「よりよく生きる」について語ってみたい。

1．「社会的存在 social being」としての人間観からの出発

「よりよく生きる」というテーマは、哲学史を振り返れば実に多くの論者によって語られ
てきた。しかしもし、「コロナ禍での民主主義的な共生社会」という観点で「よりよく生きる」
を語るとしたら、当然、その前提としての「人間観と社会観」が絞られてくる。そこで、「民
主主義的な共生社会」とは相容れない生き方を唱えた二人の哲学思想の批判から始めよう。
それはニーチェ（1844–1900）とホッブズ（1588–1679）の思想である。
「何のために？　への問いが欠けていること」をニヒリズムと定義したニーチェは、「精神
力の衰退と後退としてのニヒリズム」を受動的ニヒリズムと呼び、これに「精神の上昇した
力の兆候としてのニヒリズム」を能動的ニヒリズムと呼んで対置し、後者こそが、これから
の時代で「よりよく生きる道」だと雄弁に語った 1）。それは、常に自己自身を超えていく「超
人（ツァラトストラ）」の道、自己が自力で危機を乗り越える自己救済思想であった 2）が、ニー
チェは同時に民主主義や社会的連帯を蔑視する孤高の貴族的個人主義でもあった 3）。近年の
ニーチェブームに鑑みれば、このような思想は現代でも一定の共感層と影響力を保っている
ように思われる 4）。しかしこの思想は、自助を力説して社会格差の要因を自己責任に求め、「勝
ち組と負け組」とを分かつ新自由主義と両立する「非共生ないし反共生思想」へ転化する危
険を常に帯びていることが忘れられてはならない。
他方、当時の戦争や内乱を目の当たりにしたホッブズは、人間の自然状態を「万人の万人

に対する敵対状態」とみなし、人々が共倒れしない形で個々の生存権を保障するためには、
人々がその命令に止むなく従う強い国家が必要という展望を打ち出した 5）。しかしこの政治
思想は、デジタル化での人々の表現の自由を管理・抑圧し、コロナ禍にあっては人々の身体
的健康を保つという目的で強権措置を採る現在の中国のような国家観に酷似している。こう
した国家主導による一面的なウェルビーイングの追求は、非民主主義国家が多数を占める現
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代の世界状況に鑑みれば、今後も増すことが予想されよう。しかしそこには、よりよく生き
るために協働する人間が、「政府に対して自由に物言う」という観点が入る余地はなく、自
分たちの生存権を守ってくれる「お上＝国家（レヴァイアサン）には黙って服従する」だけ
の生き方が強いられよう。
このような両極端でありながら、民主主義的な共生思想と相容れない道を拒否し、コロ

ナ禍にあっても民主主義的で共生思想と相容れる「よりよく生きる道」を追求するならば、
人間を「社会的存在 social being」として捉える人間観の伝統に立ち戻らなければならない。
哲学史的に振り返れば、人間が社会的存在であるという思想は、古代ギリシャのアリストテ
レス（384-322BC）の「ゾーン・ポリティコン（人間はポリスの中で自然本性的に政治共同
体的動物）」観 6）から、それを受けた中世のトマス・アクィナス（1225–1274）の「人間は
共同体での交わりによって生きる社会的動物」観 7）を経て、近代の「社会的存在が人間の
意識を規定する」というマルクス（1818–1883）の人間観 8）にまで連なっており、彼らは、ニュ
アンスを異にしながらも、他者との協働・連帯や共通善などの重要さを強調した。そうした
社会的存在 social beingとしての人間観の伝統に立脚しつつ、次節では、筆者が久しく唱え
てきた「人間と社会のかかわり方」を表わす独自の概念を用いて、コロナ禍から「よりよく
生きる道」を探ってみたい。

2．ライフスタイルとしての「無私開公ないし滅私開公」と「活私開公」の協働 9）

1）五つの行動類型と共生社会実現のための行動様式
筆者は、2008年秋に刊行し、中学から大学院に至るまで多くの入学試験に出題されてき
た『社会とどうかかわるか --公共哲学からのヒント』（岩波ジュニア新書）以降、「人間と
社会のかかわり方」の諸類型を発展させてきた。そして現在では、次の五つのパターンを考
えている。
　（1）滅私滅公（めっしめっこう）――自暴自棄の行動、無気力な生き方、うつ状態
　（2）滅公奉私（めっこうほうし）ないし活私滅公（かっしめっこう）――私という個人のた

めに、他者や公平さや公共の福祉や公共のルールを無視ないし軽視する行動や生き方
　（3）滅私奉公（めっしほうこう）――私という個人を犠牲にして、お国＝公のために尽く

す行動や生き方
　（4）活私開公（かっしかいこう）――私という個人一人一人を活かしながら、他者とかか

わり、人々の公共活動や公共の福祉を開花させる行動や生き方
　（5）無私開公（むしかいこう）ないし滅私開公（めっしかいこう）――私利私欲をできる

だけなくして、「他者の公共活動」や「公共の福祉（みんなの幸せ）」を開花させる行
動や生き方

これらの類型は、社会的存在としての人間の行動や生き方を捉えるための記述的・分析的
なツールとして用いることもできる。しかし筆者はそれと同時に、これらの類型を規範的・
処方的レベルで用いて、上記の（4）に当たる「活私開公」を一般市民・住民・起業家の理
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想的な行動や生き方とし、その実現のために、（5）に当たる「無私開公ないし滅私開公」を、
組織のリーダー、教育者、福祉関係者、医療関係者、公務員、政治家、場合によっては一般
市民にも要求される行動や生き方として補完させ、双方の組み合わせによる相乗効果によっ
て共生社会の実現を目指すことを唱えてきた。しかしコロナ禍にあっては、一般市民にもソー
シャル・ディスタンスやマスク着用など、「無私開公ないし滅私開公」的な行動が要求され
る度合いが強くなったと言ってよい。
そして、前号の「コロナ禍の中で共生を多角的に学問する」で論じたように、この一般市

民の「無私開公ないし滅私開公」は、国家のために自己犠牲を強いる「滅私奉公」に通じる
ものであってはならず、どこまでも現憲法で定められた「公共の福祉」という理念のもとで
「よりよく生きる」ために用いられるべきである。前号で筆者が述べたことを繰り返すならば、
自らが新型コロナに感染することによって他者に感染させ（＝他者の人権を侵害し）、ひい
てはクラスターを引き起こしかねない（＝公共の福祉を侵害する）リスクを背負うという観
点から自らの行動を制限するという意味での「公共の福祉による個人の自由権の制限」とし
て「無私開公ないし滅私開公」が理解されなければならない。これを、より一般的な形で言
うならば、「無私開公ないし滅私開公」は、他者の幸福・福祉（ウェルビーイング）や活私
開公という「目的」のための「手段」として理解されなければならないのである 10）。そし
てさらに付言すれば、コロナ禍でたとえば、人々のために尽くす「無私開公ないし滅私開公」
の生き方が、自らの幸福感を伴う「活私開公」へと変容する場合もありうるだろう。

2）伝統的倫理思想と民主主義論による理想の行動様式の基礎づけ
ここで、このような考えを、西洋の伝統的な倫理思想によって強化してみよう。
西洋の伝統的な倫理思想は、功利主義の他に、カント（1724–1804）に代表される「義務
倫理（duty ethics）」とアリストテレスに代表される「徳倫理（virtue ethics）」に大別される。
功利主義は周知のごとく、ベンサム（1748–1832）が唱え、J.S.ミル（1806–1873）が支持
し、今日では「行為功利主義」や「規則（ルール）功利主義」などの潮流を生んでいるが、
いずれにせよ「最大多数の最大幸福」を公共の福祉とみなす点では一致している 11）。しかし、
この解釈は、ジョン・ロールズ（1921–2002）が的確に批判したように 12）、社会的マイノリ
ティーを切り捨てる危険性を帯びており、インクルーシブ社会をめざす共生社会の理念とは
相容れない。また筆者の見解では、現在の強権国家では、規則功利主義（規則に従うことが
最大多数の最大幸福を生むという倫理）と上記のホッブズの（生存権は保障するが表現の自
由などは拒否する）政治思想が結合された形でコロナ規制が行われているほか、リベラルな
諸国でも時折、規則功利主義的な観点でコロナ政策が行われている節がある 13）。しかし筆
者は、前号の第 1章でも批判したように、現在のコロナ禍は、現日本国憲法に謳われている「自
由権と社会権と公共の福祉」のセットで考えられなければならないと考えている。したがっ
てここでは、カントの義務倫理とアリストテレスの徳倫理に即して、上記の考えを強化して
みたい。
カントは、人間は自己を「自分自身の理性が自らに課する義務を身に負っている一個の
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人格」とみなしつつ、幸福になることを倫理的行為の目的や動機とする考え方を拒否し、自
らの意志で普遍的な道徳法則に従って行う義務的な行動を、倫理的行為の本質と考えた 14）。
その上で彼は、道徳法則に対する尊敬に基づいた行動としての「道徳義務」と、外的な強制
力を受けることのある「法義務」を区別した 15）。カントの言う道徳義務はまさに、人々が
前記の（2）「滅公奉私ないし活私滅公」の行動に陥ることを戒める「無私開公ないし滅私開
公」の行動だと言える。また法義務は、一般に公共的ルールの順守を意味し、最近日本でさ
かんに言われるようになった組織のコンプライアンスにも相当する「無私開公ないし滅私開
公」の行動だと言えよう。
基本的人権を重んじる日本国憲法を基に考えるならば、「この憲法が国民に保障する自由

及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持しなければならない。又、国民は、こ
れを濫用してはならないのであって、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負う」
と謳う 12条は、明らかに国民の「自由と権利」を保障するために、国民に課された「無私
開公ないし滅私開公」の要求を示している。また憲法 99条に明記された「天皇又は摂政及
び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負う」
という条項は、国民の「幸福・福祉（ウェルビーイング）」と「自由と権利」を実現するた
めの、政治家や公務員の「無私開公ないし滅私開公」の義務とみなしてよいであろう。
しかし、義務だけを中心にして公共的な倫理を構想することは、「活私開公」の行動、ひ

いてはライフスタイル（＝人生観・価値観・習慣などを含めた個人の生き方）にマッチする
とは言い難い。人間の「内発的」ないし「応答的」行動に根を張った徳倫理があってこそ、
ライフスタイルとしての「活私開公」は促進される。徳倫理の祖であるアリストテレスは、
人間の徳性は、日々の習慣づけによって形成されるとみなし、「徳に則した生き方を通して
の自己実現」こそが、人間にとって最高善（価値）である幸福と考えた 16）。そして、政治
共同体（ポリス）の人間関係は何よりも「友愛（フィリア）」という徳に支えられてこそ成
り立つと考えた。アリストテレスのいう友愛とは、人々が「互いに好意をいだき、相手の幸
福を願い、しかもそのことが相手に知られていること」を意味し、この「友愛」に支えられ
た人間関係は、自分一人だけが利益を得ようとか、いい思いをしようという動機からの行動
ではなく、互いの幸福を願うという気持ちからの行動で成り立つ 17）。こうした人間関係は
まさに活私開公のライフスタイルと呼ぶにふさわしく、それを現代において促進するための
喫緊の課題は、「人々の社会的信頼関係」をできるだけネットワーク化し、ロバート・パッ
トナム（1941–）が言うところの「ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）」18）を構築し
ていくことであろう。
ここで、アリストテレスにおける（当時の時代を反映した）民主主義思想の不足や男子成

年主義などの限界を補うために、20世紀に生きた教育思想家ジョン・デューイ（1859–1952）
の民主主義論を導入して、以上の考えを強化する必要がある。デューイは、民主主義を多
数決原理ではなく「結合された（絆ある）生活様式、A mode of associated living」と定義し、
学校をまさにそういう意味での民主主義の実験場と考えた 19）。そして、後にその思想を発
展させる形で独自の政治哲学『公衆とその諸問題』を著し、当事者意識を持つ「公衆（the 



― 6 ―

public）」が（ジャーナリストのウォルター・リップマン（1889–1974）が警鐘を鳴らした）
マス・メディアによる意識操作 20）や（今日で言う）フェイクニュースを批判しうる「大き
なコミュニケーション（great communication）の輪」で世論を形成し、それを受け止める公
職者（the officials、政治家、公務員）の力で政治を動かすようなヴィジョンを提示してい
た 21）。残念ながら 1927年に刊行されたこの本のヴィジョンは、世界恐慌から第二次世界大
戦に至る当時の社会情勢でかき消されてしまったが、今日この本は再評価されており、筆者
はこの本のヴィジョンを公衆の「活私開公」と、そのような公衆に仕える公職者の「無私開
公ないし滅私開公」の協働のヴィジョンと再解釈したいと思う。
以上のように、義務という堅苦しいイメージだけでなく、人間の自発性、生きがい、士気、

信頼関係、さらに習慣づけ等と結びついた徳倫理と、教育と結びついた確固とした民主主義
論が結合しあってこそ、「活私開公」は「よりよく生きる」ライフスタイルとして社会に広
まるだろうし、そのためにこそ、組織のリーダー、教育者、福祉関係者、医療関係者、公務員、
政治家などには「無私開公ないし滅私開公」のライフスタイルが要求されるのである。そし
て先に述べたようにもしそのような「無私開公ないし滅私開公」のライフスタイルが、自ら
の幸福感を伴う「活私開公」へと転化するならば、それ自体、非常に喜ばしいことと言って
よいだろう。

3．目的論的思考（何のため、誰のためという問いかけ）の復権
　　――5W1Hを超えて

さて、第 1節で筆者は、「何のために？　への問いが欠けていること」をニヒリズムと定
義し、その危機を乗り越える「ため」に貴族的な個人主義の道を選んだニーチェを批判し、
コロナ禍において社会的存在という人間観が不可欠だと強調した。しかし他方で筆者は、ニー
チェが立てた「何のために」という問いに加えて「誰のために」というラジカルな（根源的
な）問いに基づく目的論的思考が with コロナ、after コロナの時代に「よりよく生きる」上
で、またそれを実現するための制度設計の上で、極めて重要だと考えている。「メメントモ
リ memento mori（死を忘れるな）」や「アルスロンガ、ウィータブレウィス Ars longa, vita 

brevis（学術・技術は長く、人生は短い）」22）という箴言のように、人間は社会的存在である
と同時に「死に向かう有限的な存在者」であり、その限界の範囲で「よりよき生」を遂行す
るモチベーションを高めるためには、行動の究極的意義づけがどうしても必要だと思うから
である 23）。
ところで現在、盛んに 5W1H（「When：いつ」「Where：どこで」「Who：だれが」「What：

何を」「Why：なぜ」「How：どのように」）が伝達において強調されることが多く、筆者は
その重要性に異存はない。ただ、これからの「よりよく生きる」を考える上で、それだけで
はなく、さらに「For what purpose, What for：何のために」や「For whom誰のために」とい
う次元が加わらなければならないと確信している。筆者が思うに、「何のために、誰のため
に行動するのか」「何のために、誰のために存在するのか」「何のために生きるのか」という
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根源的な問いWhat for、For whomは、Why（なぜ）と重なる場合もあるが、Whyが過去の
出来事に関する後追い的問いのニュアンスを持ち、因果追求思考とかかわる場合が多いのに
対し、For what purpose（何の目的で）という意味でのWhat forは多くの場合、より根源的
で未来志向の目的論的思考とかかわっている。さらに、誰のため For Whomも whyと重な
る場合もあるが、常に他者を想定した目的論的思考という点で、Whyと明確に区別される。
また「何のため、誰のため」という問いは「なぜ」という問いと違って、「目的と手段」関
係を明確にするというメリットも有している。
こうした観点で、筆者は、よりよく生きるためには、行動分析学が究極的目的としている「人

はなぜそのように行動をするのか？」という問い 24）だけでは不十分で、「何のために、誰の
ためにそのような行動をするのか？」というレベルまで、問いと思考が深まらなければなら
ないと思っている。そして同じようなことは、精神分析学に対しても言えよう。そもそも、「分
析」という概念そのものが「何かのため、誰かのため」の手段であって、目的ではない。学
者は常に、「学問のための学問」という立場を採らない限り、「分析」それ自身が「目的」と
なってしまわないよう「何のための、誰のための学問か」という目的論的思考を持たなけれ
ばならないだろう。そしてまさに、共生科学という学問は、特定の学会や研究者の業績のた
めではなく、「共生社会実現」のために存在する。
ここで今まで論じてきた文脈に即して言えば、繰り返しになるが、「無私開公ないし滅私

開公」の目的は「人々のウェルビーイング（幸福、福祉）」や「活私開公」のライフスタイ
ルの実現であり、その点で「国家やイデオロギーのため」に強いられる「滅私奉公」と明確
に区別される。また、星槎大学という社会組織の「何のために、誰のために」という存在理
由（レーゾンデートル）に関して言えば、それは「社会に必要とされることを創造し、常に
新たな道を切り開き、それを成し遂げる」（建学の精神）ために存在する 25）。さらに、大学
における経済的利益は、そこで働く各教職員の「精神的利益（社会に貢献しているという満
足感・ 充実感の増大）」や「社会的利益（その時代における社会的必要性に応える学びや学
習環境の創造）」という目的のための手段とみなされなければならない 26）。コロナ禍の現在、
「経済か命か」という二者択一的な問いが立てられがちであるが、筆者自身は、「経済はあく
までも生活のための手段」であるという従来から抱いていた思想を、コロナ禍においてさら
に深めた。経済思想史的に振り返っても、経済的利益追求それ自体を目的とする思想、たと
えば「企業の社会的責任は資源を有効活用して利潤追求に専念することであり、――企業経
営者の使命は株式利益の最大化で、それ以外の社会的責任を引き受ける傾向が強まるほど、
自由社会にとって危険なことはない」と公言したミルトン・フリードマン（1912–2006）な
どの思想 27）は、利己主義的な資本主義思想であり、彼が部分的に我田引水している経済学
の祖アダム・スミス（1723–1790）の思想と大きく乖離している。なぜならスミスは、「公
平な第三者の共感」によって是認された人々の利己的活動の目的は、国民の「生活必需品と
便益品」を意味する富の増大と考えていたからである 28）。実際にスミスにとっての主要な
敵は、公共（一般の人々）の利益をもたらさない重商主義や、利益を独占しようと企む一部
の人々（＝非公共）であり、それゆえ、資本投下（投資）も、人々の生活の必需品や便益品
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の蓄積に貢献するために奨励・推進されるべきなのであって、投機のような「浪費的投資」
は批判されるべきものであり、あらゆる浪費家は「公共の敵」であり、あらゆる節約家は「公
共の恩人」と明言していた 29）。もしも今日スミスが生きていたら、貧富の格差を増大させ
るグローバルな金融資本主義を必ずや批判していたであろう。
この関連で言及すれば、前号で論じたコロナ禍で人々の共生を可能にする「経済と福祉の

統合」を実現するための「共通善（マイケル・サンデルなど）」や「社会的共通資本（宇沢弘文）」
の構築（第 2章）は、「何のため、誰のための経済活動か」という問いを、また SDGsの批
判的解釈と実践（第 3章）は、「何のため、誰のための SDGsか」という問いを、それぞれ
絶えず発するような目的論的思考で強化されなければならないだろう。そのような目的論的
思考に率いられた実践活動こそが、afterコロナ時代での共生社会の構築へ向けて、人々が「よ
りよく生きる」姿だと、筆者は考える次第である。

補　注　本稿では、諸般の事情により、欧文の原著がある場合でも、すべて日本語の翻訳版
を挙げている。

　1）ニーチェ全集 12『権力への意志 上』原佑訳、ちくま学芸文庫、1993年、二～二十二（022-037頁）。
　2） 同　13『権力への意志 下』原佑訳、1993年、九三五～九五三（440-453頁）。
　3） 同上　七五二～七六四（268-272頁）。
　4） 最近では、たとえば、【出口学長・新年特別講義】ニーチェの『ツァラトゥストラはこう言った』と世
界最古の宗教、ゾロアスター教との関係（https://diamond.jp/articles/-/289760）が挙げられる。

　5） ホッブズ『リヴァイアサン 1～ 2』水田洋訳、岩波文庫、1992年を参照のこと。
　6） アリストテレス『政治学』山本光雄訳、岩波文庫、1961年、第一巻を参照のこと。
　7） トマス・アクイナス『君主の統治について』柴田平三郎訳、岩波文庫、2009年第一巻第一章 3（17頁）。
柴田平三郎『トマス・アクィナスの政治思想』岩波書店，2014年，第五章 139-180頁参照のこと。

　8）マルクス『経済学批判』武田隆夫他訳、岩波文庫、1956年、序言 13頁。
　9） この章は、拙稿『共生科学の哲学的基礎」山脇直司ほか編『共生社会の構築のために』星槎大学出
版会 2019年、16-20頁で論じた内容をさらに展開させたものである。

10） 山脇直司「コロナ禍で共生を多角的に学問する」『星槎大学紀要 共生科学研究 16』2020年、10-18頁。
11） 功利主義全般の特性を知るためには、児玉聡『功利主義入門』、ちくま新書、2012年を参照のこと。
12） ジョン・ロールズ『正義論』川本隆史他訳、紀伊国屋書店、2010年を参照のこと。
13） たとえば、民主主義国家における「各個人や組織のワクチン接種」は、政府が決めた規則に従うこ
とで多数者の利益が保障されるからという倫理観で強制されるのではなく、自己と他者への感染防
止のための推奨とワクチン接種の拒否権とワクチン接種後に何らかの症状が出た場合の責任保障（社
会権の保障）という三点セットで行われなければならない。

14）  カント「実践理性批判、人倫の形而上学の基礎づけ」『カント全集、第 7巻』坂部恵・伊古田理・
平田俊博訳、岩波書店、2000年を参照のこと。

15） カント「人倫の形而上学」『カント全集、第 11巻』、樽井正義・池尾恭一訳、岩波書店、2002年参
照のこと。

16） アリストテレス『ニコマコス倫理学　上』高田三郎訳、岩波文庫、1971年、第 1巻を参照のこと。
17） アリストテレス『ニコマコス倫理学　下』高田三郎訳、1973年、第 8館を参照のこと。
18） ロバート・パットナム『哲学する民主主義』河田潤一訳、NTT出版、2001年などを参照のこと。



― 9 ―

19） ジョン・デューイ『民主主義と教育（上）』松野安男訳、岩波文庫、1975年、第 7章参照のこと。
20） ウォルター・リップマン『世論（上）』掛川トミ子訳、岩波文庫、1987年、第三部 109-212頁。
21） ジョン・デューイ『公衆とその諸問題』阿部斎訳、ちくま学芸文庫、2014年を参照のこと。
22） 「メメントモリ」は古代ヨーロッパで生まれた箴言であるが、日本では哲学者の田辺元が『死の哲学

――田辺元哲学選 IV 』（岩波文庫 2010年） で論じている。また「アルスロンガ、ウィータブレウィス」
は、古代ギリシャの医学者ヒポクラテスの箴言であるが、今日では、学者が時間を無駄にすることへ
の警鐘として用いられることが多い。

23） このテーマは、かつては初期ハイデガー『存在と時間』1927年で、また同時期に三木清『パスカル
における人間の研究』1926年で論じられ、戦後日本では実存主義流行の際に哲学に関心ある学生の
間で論じられたが、今や異なる文脈でこのテーマの重要性が再浮上したと筆者は考えている。

24） たとえば、島宗理「人はなぜそのように行動するのか？ - 自然と人間を行動分析学で科学する」 （http://

www.hosei-shinri.jp/simamune/2006/04/post-337.html）参照のこと。
25） 星槎大学の「建学の精神」（https://seisa.ac.jp/about/outline/philosophy/）。
26） 経済的利益を、精神的利益と社会的利益という目的のための「手段」として捉える考えは、星槎グ
ループ創始者の宮澤保夫の一貫した思想の一つである。

27） ミルトン・フリードマン『資本主義と自由』村井章子訳、日経 BSクラシックス 2008年、149頁。
28） アダム・スミス『道徳感情論 上下』水田洋訳、岩波文庫 2003年、同『国富論』水田洋監訳、杉山忠平訳、

2000–2001年　岩波文庫を参照のこと。
29） アダム・スミス『国富論二』同上第二編第三章、127頁など。


